
- 18 -

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当

該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保しているこ

と。

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。

⑻ 平成二十年十月から⑵の届出の日の属する月の前月までに実

施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除

く。）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての介護

職員に周知していること。

ロ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合し、かつ、イ⑺又は⑻に掲げる基準のいずれかに

適合すること。

ハ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合すること。

※ 区分支給限度基準額の算定対象外とする予定。

２ 認知症対応型通所介護費 ３ 認知症対応型通所介護費

イ 認知症対応型通所介護費（Ⅰ） イ 認知症対応型通所介護費（Ⅰ）

⑴ 認知症対応型通所介護費（ⅰ） ⑴ 認知症対応型通所介護費（ⅰ）

㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上５時間未満の場合

ａ 要介護１ 526単位 ａ 要介護１ 589単位

ｂ 要介護２ 578単位 ｂ 要介護２ 648単位

ｃ 要介護３ 630単位 ｃ 要介護３ 708単位

ｄ 要介護４ 682単位 ｄ 要介護４ 768単位

ｅ 要介護５ 735単位 ｅ 要介護５ 827単位

㈡ 所要時間４時間以上６時間未満の場合 ㈡ 所要時間５時間以上７時間未満の場合

ａ 要介護１ 715単位 ａ 要介護１ 904単位

ｂ 要介護２ 789単位 ｂ 要介護２ 1,001単位

ｃ 要介護３ 864単位 ｃ 要介護３ 1,097単位

ｄ 要介護４ 938単位 ｄ 要介護４ 1,194単位

ｅ 要介護５ 1,013単位 ｅ 要介護５ 1,291単位

㈢ 所要時間６時間以上８時間未満の場合 ㈢ 所要時間７時間以上９時間未満の場合

ａ 要介護１ 967単位 ａ 要介護１ 1,030単位

ｂ 要介護２ 1,071単位 ｂ 要介護２ 1,141単位

ｃ 要介護３ 1,175単位 ｃ 要介護３ 1,253単位

ｄ 要介護４ 1,280単位 ｄ 要介護４ 1,365単位
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ｅ 要介護５ 1,384単位 ｅ 要介護５ 1,477単位

⑵ 認知症対応型通所介護費（ⅱ） ⑵ 認知症対応型通所介護費（ⅱ）

㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上５時間未満の場合

ａ 要介護１ 477単位 ａ 要介護１ 533単位

ｂ 要介護２ 523単位 ｂ 要介護２ 586単位

ｃ 要介護３ 570単位 ｃ 要介護３ 639単位

ｄ 要介護４ 617単位 ｄ 要介護４ 693単位

ｅ 要介護５ 663単位 ｅ 要介護５ 746単位

㈡ 所要時間４時間以上６時間未満の場合 ㈡ 所要時間５時間以上７時間未満の場合

ａ 要介護１ 645単位 ａ 要介護１ 813単位

ｂ 要介護２ 711単位 ｂ 要介護２ 899単位

ｃ 要介護３ 778単位 ｃ 要介護３ 986単位

ｄ 要介護４ 844単位 ｄ 要介護４ 1,072単位

ｅ 要介護５ 911単位 ｅ 要介護５ 1,159単位

㈢ 所要時間６時間以上８時間未満の場合 ㈢ 所要時間７時間以上９時間未満の場合

ａ 要介護１ 869単位 ａ 要介護１ 924単位

ｂ 要介護２ 962単位 ｂ 要介護２ 1,024単位

ｃ 要介護３ 1,055単位 ｃ 要介護３ 1,124単位

ｄ 要介護４ 1,148単位 ｄ 要介護４ 1,224単位

ｅ 要介護５ 1,241単位 ｅ 要介護５ 1,324単位

ロ 認知症対応型通所介護費（Ⅱ） ロ 認知症対応型通所介護費（Ⅱ）

⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 235単位 ㈠ 要介護１ 268単位

㈡ 要介護２ 243単位 ㈡ 要介護２ 278単位

㈢ 要介護３ 252単位 ㈢ 要介護３ 287単位

㈣ 要介護４ 260単位 ㈣ 要介護４ 297単位

㈤ 要介護５ 269単位 ㈤ 要介護５ 307単位

⑵ 所要時間４時間以上６時間未満の場合 ⑵ 所要時間５時間以上７時間未満の場合

㈠ 要介護１ 335単位 ㈠ 要介護１ 436単位

㈡ 要介護２ 348単位 ㈡ 要介護２ 451単位

㈢ 要介護３ 360単位 ㈢ 要介護３ 467単位

㈣ 要介護４ 372単位 ㈣ 要介護４ 483単位

㈤ 要介護５ 384単位 ㈤ 要介護５ 499単位

⑶ 所要時間６時間以上８時間未満の場合 ⑶ 所要時間７時間以上９時間未満の場合

㈠ 要介護１ 469単位 ㈠ 要介護１ 503単位
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㈡ 要介護２ 486単位 ㈡ 要介護２ 521単位

㈢ 要介護３ 503単位 ㈢ 要介護３ 539単位

㈣ 要介護４ 520単位 ㈣ 要介護４ 557単位

㈤ 要介護５ 537単位 ㈤ 要介護５ 575単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介 て市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業所（指定地域密着型サービス基準第42条第１項に規定す 護事業所（指定地域密着型サービス基準第42条第１項に規定す

る単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以 る単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以

下同じ。）又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所（指定 下同じ。）又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所（指定

地域密着型サービス基準第45条第１項に規定する共用型指定認 地域密着型サービス基準第45条第１項に規定する共用型指定認

知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）において、指 知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）において、指

定認知症対応型通所介護（指定地域密着型サービス基準第41条 定認知症対応型通所介護（指定地域密着型サービス基準第41条

に規定する指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）を に規定する指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）を

行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要 行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要

介護状態区分に応じて、現に要した時間ではなく、認知症対応 介護状態区分に応じて、現に要した時間ではなく、認知症対応

型通所介護計画（指定地域密着型サービス基準第52条第１項に 型通所介護計画（指定地域密着型サービス基準第52条第１項に

規定する認知症対応型通所介護計画をいう。）に位置付けられ 規定する認知症対応型通所介護計画をいう。）に位置付けられ

た内容の指定認知症対応型通所介護を行うのに要する標準的な た内容の指定認知症対応型通所介護を行うのに要する標準的な

時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数 時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数

又は看護職員（看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）若し 又は看護職員（看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）若し

くは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当す くは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当す

る場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 る場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。

２ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、 ２ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、

所要時間２時間以上３時間未満の指定認知症対応型通所介護を 所要時間２時間以上３時間未満の指定認知症対応型通所介護を

行う場合は、注１の施設基準に掲げる区分に従い、イ⑴㈠若し 行う場合は、注１の施設基準に掲げる区分に従い、イ⑴㈠若し

くは⑵㈠又はロ⑴の所定単位数の100分の70に相当する単位数を くは⑵㈠又はロ⑴の所定単位数の100分の63に相当する単位数を

算定する。 算定する。

３ 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間６時間以上 ３ 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間７時間以上

８時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った場合又は所要 ９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った場合又は所要

時間６時間以上８時間未満の指定認知症対応型通所介護を行っ 時間７時間以上９時間未満の指定認知症対応型通所介護を行っ

た後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該 た後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該

指定認知症対応型通所介護の所要時間と当該指定認知症対応型 指定認知症対応型通所介護の所要時間と当該指定認知症対応型

通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算し 通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算し

た時間（以下この注において「算定対象時間」という。）が８ た時間（以下この注において「算定対象時間」という。）が９

時間以上となるときは、算定対象時間が８時間以上９時間未満 時間以上となるときは、算定対象時間が９時間以上10時間未満



- 21 -

の場合は50単位を、９時間以上10時間未満の場合は100単位を所 の場合は50単位を、10時間以上11時間未満の場合は100単位を、

定単位数に加算する。 11時間以上12時間未満の場合は150単位を所定単位数に加算す

る。

４ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市 ４ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市

町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、１ 町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、１

日につき50単位を所定単位数に加算する。 日につき50単位を所定単位数に加算する。

５ 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日120分以上、専 ５ 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日120分以上、専

ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、 ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧 言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧

師（以下「理学療法士等」という。）を１名以上配置している 師（以下「理学療法士等」という。）を１名以上配置している

ものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護の利 ものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護の利

用者に対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相 用者に対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相

談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練 談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練

計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行って 計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行って

いる場合には、個別機能訓練加算として、１日につき27単位を いる場合には、個別機能訓練加算として、１日につき27単位を

所定単位数に加算する。 所定単位数に加算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市 ６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市

町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事 町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事

業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、若 業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、若

年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政令第412号） 年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政令第412号）

第２条第６号に規定する初老期における認知症によって法第７ 第２条第６号に規定する初老期における認知症によって法第７

条第３項に規定する要介護者となった者をいう。以下同じ。） 条第３項に規定する要介護者となった者をいう。以下同じ。）

に対して、指定認知症対応型通所介護を行った場合には、若年 に対して、指定認知症対応型通所介護を行った場合には、若年

性認知症利用者受入加算として、１日につき60単位を所定単位 性認知症利用者受入加算として、１日につき60単位を所定単位

数に加算する。 数に加算する。

７ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村 ７ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村

長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある 長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある

利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的とし 利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的とし

て、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、 て、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、

利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの 利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの

（以下この注において「栄養改善サービス」という。）を行っ （以下この注において「栄養改善サービス」という。）を行っ

た場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に た場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に

２回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算する。 ２回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算する。

ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養 ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養

状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービス 状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービス
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を引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引 を引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引

き続き算定することができる。 き続き算定することができる。

イ 管理栄養士を１名以上配置していること。 イ 管理栄養士を１名以上配置していること。

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看

護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、 護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、

利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケ 利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケ

ア計画を作成していること。 ア計画を作成していること。

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善

サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的 サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的

に記録していること。 に記録していること。

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価する ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価する

こと。 こと。

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併 ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症 設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症

対応型通所介護事業所であること。 対応型通所介護事業所であること。

８ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村 ８ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村

長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれ 長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれ

のある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的と のある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的と

して、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂 して、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂

食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用 食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用

者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以 者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以

下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を行っ 下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を行っ

た場合は、口腔機能向上加算として、３月以内の期間に限り１ た場合は、口腔機能向上加算として、３月以内の期間に限り１

月に２回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算す 月に２回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算す

る。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用 る。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用

者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向 者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向

上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者につ 上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者につ

いては、引き続き算定することができる。 いては、引き続き算定することができる。

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して

いること。 いること。

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯 ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯

科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の 科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の

者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作 者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作

成していること。 成していること。

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、 ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、
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歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行ってい 歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行ってい

るとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。 るとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期 ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期

的に評価すること。 的に評価すること。

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併 ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症 設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症

対応型通所介護事業所であること。 対応型通所介護事業所であること。

９ 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入 ９ 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入

居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同 居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同

生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密 生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介

着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、認知 護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービスを受け

症対応型通所介護費は、算定しない。 ている間は、認知症対応型通所介護費は、算定しない。

（新設） 10 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共

用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物に居住する者

又は単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは

共用型指定認知症対応型通所介護事業所と同一建物から当該単

独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所若しくは共用型

指定認知症対応型通所介護事業所に通う者に対し、指定認知症

対応型通所介護を行った場合は、１日につき94単位を所定単位

数から減算する。ただし、傷病により一時的に送迎が必要であ

ると認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が必

要であると認められる利用者に対して送迎を行った場合は、こ

の限りではない。

ハ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町

村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所 村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所

又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、 又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、

指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区 指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区

分に従い、１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、 分に従い、１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 12単位 ⑴ サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 12単位

⑵ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） ６単位 ⑵ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） ６単位

（新設） ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金
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の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対

応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型通所介

護を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、平成27年３

月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） イからハまでにより算定した

単位数の1000分の29に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ⑴により算定した単位数の100

分の90に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ⑴により算定した単位数の100

分の80に相当する単位数

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

イ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ 介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改

善」という。）に要する費用の見込額が、介護職員処遇改善加

算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該

計画に基づき適切な措置を講じていること。

⑵ 当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共

用型指定認知症対応型通所介護事業所において、⑴の賃金改善

に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の

介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画

書を作成し、全ての介護職員に周知し、市町村長に届け出てい

ること。

⑶ 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施す

ること。

⑷ 当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共

用型指定認知症対応型通所介護事業所において、事業年度ごと

に介護職員の処遇改善に関する実績を市町村長に報告すること。

⑸ 算定日が属する月の前十二月間において、労働基準法（昭和

二十二年法律第四十九号）、労働者災害補償保険法（昭和二十

二年法律第五十号）、最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十
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七号）、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）、雇用

保険法（昭和四十九年法律第百十六号）その他の労働に関する

法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。

⑹ 当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共

用型指定認知症対応型通所介護事業所において、労働保険料（労

働保険の保険料の徴収等に関する法律 （昭和四十四年法律第八

十四号）第十条第二項に規定する労働保険料をいう。）の納付

が適正に行われていること。

⑺ 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。

㈠ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件

（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めているこ

と。

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員

に周知していること。

㈡ 次に掲げる要件の全てに適合すること。

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当

該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保しているこ

と。

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。

⑻ 平成二十年十月から⑵の届出の日の属する月の前月までに実

施した介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除

く。）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての介護

職員に周知していること。

ロ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合し、かつ、イ⑺又は⑻に掲げる基準のいずれかに

適合すること。

ハ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） イ⑴から⑹までに掲げる基準の

いずれにも適合すること。

※ 区分支給限度基準額の算定対象外とする予定。

３ 小規模多機能型居宅介護費 ４ 小規模多機能型居宅介護費

イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき） イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

⑴ 要介護１ 11,430単位 ⑴ 要介護１ 11,430単位

⑵ 要介護２ 16,325単位 ⑵ 要介護２ 16,325単位


